【様式２】
事　業　計　画　書
Ⅰ．応募者の概要等 ※連携体で申請を行う場合は、本事業計画書を複製し、全ての応募者について記載してください。
	1． 応募者の概要
企　業　名：　
代表者役職名及び氏名：［役職名］　　　　　　　　　　　　　　　　：［氏名］　
住　　　所：（〒　　　　　－　　　　　）
電話番号：
FAX番号：
補助事業の実施が本社の所在地と異なる場合の実施場所
住　　　所：（〒　　　　　－　　　　　）
事業所名：
電話番号：
FAX番号：
担当者役職名及び氏名：［役職名］　　　　　　　　　　　　　　　　：［氏名］
担当者ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：
資本金（出資金）
　千円
創業又は設立日
［西暦］　　　　　年　　 月　　 日
　　万円　
従業員
　　人　
主たる業種
※日本標準産業分類、中分類
従業員
人


	２．株主等一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　令和　　　年　　　月　　　日現在
主な株主又は出資者
※出資比率の高いものから記載し、大企業は【　】に◎を記載してください。６番目以降は「ほか○人」と記載してください。
株主名又は出資者名
所在地
大企業
出資比率
①
【　　】
　　　％
②
【　　】
　　　％
③
【　　】
　　　％
④
【　　】
　　　％
⑤
【　　】
　　　％
⑥
ほか　　　　　　　　　人
　　　％


	３．役員一覧（監査役を含む。）

	役職名
氏名
フリガナ
生年月日（西暦）
男女
会社名
※他社と兼務の場合
年
月
日
※　役員が複数いる場合は行を増やしてください。別紙として添付することも可能です。
２０　　年　　月～２０　　年　　月
２０　　年　　月～２０　　年　　月
①売上高
②経常利益
③当期利益
４．経営状況表（直近２期分の実績）　　　　　　　　　　　　　　　              　　　　　　　   　（単位：千円）


Ⅱ．事業内容（枠に収まらない場合は、適宜拡げてください。複数ページになっても結構です。）
	１．事業計画名（３０字程度）

	２．事業計画の概要（１００字程度で記載し、別紙を添付することも可能です。）


	３．事業の具体的な内容　※主にこの内容を審査委員会で審査します。

	その１：コンサルティング会社等を活用した販路開拓等の取組内容
（自社製品等が抱える課題を踏まえた上で、次の項目を参考に記載してください。）
（1）販路開拓等の対象とする自社製品名・取扱商品名・サービス内容等
（2）コンサルティングの主な内容、販路開拓の方向性等　　

1 対象とする自社製品・取扱商品・サービス内容等の現状、課題等
2 課題解決に向けた取り組みの方向性
3 コンサルティング委託の主な内容
（ A）～D)の項目を参考とし、該当する事項について具体的に記載してください。）
A) 製品・取扱商品・サービス内容等に関する調査分析・情報提供
　　　　

B) マーケティング等に関する指導・支援
C) 認証取得、生産・販売システム整備等指導・支援
D) 製品・取扱商品等の試作・改良、サービス内容の改善等指導・支援
E) その他　(上記項目以外に実施する事業を具体的に記載してください。)
（3）委託予定コンサルティング会社等の概要（別紙を添付することも可能です。）
（4）その他実施する事業の概要（コンサルティング委託事業のほか自社で実施する事業について記載してください。）
►例：展示会・商談会参加、広告宣伝事業 等
（5）事業実施スケジュール（補助事業期間の取組み予定を記入してください。）
►例
2020.8月
9月
10月
11月
12月
2021.1月
コンサルティング委託
ﾏｰｹｯﾄﾘｻｰﾁ
契約

　　終了
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ指導

製品改良指導


その他
事業
製品試作･改良

展示会出展

その２：本事業実施により期待される販路拡大の目標
（売上の増、販売先の増等、期待される効果について記載してください）
○会社全体の事業計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、社（人））
直近期末※１
[ 年 月期]
１年後※１
（補助金事業実施年度末）
[ 年 月期]
２年後
[ 年 月期]
３年後
[ 年 月期]
４年後
[ 年 月期]
５年後
[ 年 月期]
① 売上高
伸び率（％）※２
② 販　売　先
伸び率（％）※２
※１　「直近期末」は補助金事業実施の前年度期末決算（実績又は見込み）、「１年後（補助金事業実施年度末）」は、直近期末の１年後で補助金事業実施を実施した年度の決算（計画）を指します。また、創業まもなく、当該年度の期末を迎えていない場合は、直近期末欄に応募時点の見込み数値を記入し、１年後以降の計画額（見通し）を記入してください。
※２　伸び率は、直近期末を基準に計算してください（前年同期比ではありません）。


Ⅲ．これまでに交付を受けた補助金の実績説明
	１．過年度において以下の補助金の交付を受けた方は、下表の該当欄に受付番号を記入してください。交付を受けていない場合は☑を付してください。
事業名称
受付番号
1 平成26年度山形県中小企業トータルサポート補助金
（コンサルティング活用販路開拓等支援事業）
県
販
路
２
６
2 平成27年度山形県中小企業トータルサポート補助金
（コンサルティング活用販路開拓等支援事業）
県
販
路
２
７
3 平成28年度山形県中小企業トータルサポート補助金
（コンサルティング活用販路開拓等支援事業）
県
販
路
２
８
4 平成29年度山形県中小企業スーパートータルサポ補助金
（コンサルティング活用販路開拓等支援事業）

県
販
路
２
９
5 平成30年度山形県中小企業スーパートータルサポ補助金
（コンサルティング活用販路開拓等支援事業）

県
販
路
３
０
6 平成31年度山形県中小企業スーパートータルサポ補助金
（コンサルティング活用販路開拓等支援事業）

県
販
路
３
１
□　過年度、いずれの補助金の交付は受けていない。
２．１．で受付番号を記入した補助金について、内容を記入してください。
事業名称※上表の補助金名
事業計画名
補助金額
　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
主な事業内容(概要)

販路開拓の対象製品等
※2件以上該当する場合は上枠をコピーし、すべての補助金について記入してください。


Ⅳ．経費明細表　　　　　        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	経費区分注１
	(A)事業に要する経費
（税込み）
	(B)補助対象経費
（税抜き）
	(C)補助金交付申請額（B）補助対象経費×1/2以内
（税抜き）
	積算基礎
(A)事業に要する経費の内訳
（税込み）

	委託費（コンサル委託料)
	
	
	
	

	事　業　費
	旅費
	
	
	
	

	
	謝金
	
	
	
	

	
	会議費
	
	
	
	

	
	商談会・展示会費
	
	
	
	

	
	印刷製本費
	
	
	
	

	
	資料購入費
	
	
	
	

	
	広告宣伝費
	
	
	
	

	
	市場調査費
	
	
	
	

	
	原材料費
	
	
	
	

	
	消耗品費
	
	
	
	

	
	雑役務費
	
	
	
	

	　　　　　　　 小　　計
	
	
	
	

	外注費
	外注加工費
	
	
	
	

	
	依頼試験・分析費
	
	
	
	

	
	　　　小　　計
	
	
	
	

	合　　計
	(A)　    
	(B)　　　   
	(C)注２　　　    
	


  単位：円

注１. 経費区分ごとに(A)事業に要する経費、(B)補助対象経費、(C)補助金交付申請額、積算基礎を記入してください。
合計のみで経費区分ごとの記載がない場合は要件不足となりますのでご注意ください。
注２．補助金交付申請額は千円単位(千円未満切捨て)とします。
Ⅴ．資金調達内訳
	＜事業全体に要する経費調達一覧＞

	区　　分
	事業に要する
経費(円)
	資金の調達先

	自　己　資　金
		
	補　　助　　金
交付申請額(C)
		
	借　　入　　金
		
	そ　　の　　他
	　
	
	合　　計　(A)
		

	
	＜補助金を受けるまでの資金＞
区　　　　分
事業に要する経費(円)
資金の調達先
自　己　資　金
　
　
借　　入　　金
　
　
そ　　の　　他
　
　

	


Ⅵ．正社員化の取り組み
□　「キャリアアップ助成金」正社員化コースへの支給申請　　　　2020年　　　　月　申請予定
※該当する場合は☑を付し予定年月を記入してください。該当しない場合は、☑不要です。　　
Ⅶ．小規模事業者枠への応募希望
□　小規模事業者枠に応募する
※該当する場合は☑を付し事業支援計画書（様式２別紙１）、労働者名簿一覧（様式２別紙２）を提出してください。該当
しない場合は、☑不要です。　　
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